Financial Intermediation; Individuals and Medium & Small Enterprises by 橋本 光憲 & Hashimoto Mitsunori
個人 ･中小企業 と金融仲介 (前)





































ング｣とモニタリングを ｢オフサイ ト監視｣の意味で使っている例 もある｡
しかし,これらの意義については今後の議論に委ねることとしたい｡
1. 金融仲介 と銀行機能
個人 ･中小企業を議論の中心に据えた場合,その関連で ｢金融の仲介者 と
しての銀行｣の有 り様を概観しておく必要があろう｡ここでは,日本の銀行
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図 1 個人部門の金融資産残高
(152.6兆円) (311.5兆円) (531.5兆円) (887.1兆円)(1,116.6兆円)(1,227.1兆円)
1975 1980 1985 1990 1995 1997
年度末
□有価証券 I現預金 ･CD計 EZ]信託 口投資信託 口保険 ●(うち株式)
図 2 法人企業部門の金融資産残高
(67.2兆円) (108.7兆円) (195.0兆円) (398.4兆円) (368.6兆円) (378.4兆円)
一 ■ 29.8 義R8.0
1975 1980 1985 1990 1995 1997
年度末
□有価証券 ･CP L現預金 ･CD計 EZ信託 □投資信託 □保険 ●(うち株式)
(資料) 図 1,2とも日本銀行 ｢金融･経済データ1999｣
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表 1 広義流動性市場における資金仲介 (国内非金融機関向け)
供給量 (単位 :兆円)
年中 国内金融機関 国内証券市場 外資市場 合 計
1975 36.6 2.1 0.1 38.7
1980 46.7 5.0 4.2 55.8
1985 54_3 2.7 4.2 61.2
1990 79_6 14.0 ll_1 104.7
1995 50ー5 △0.2 14.2 64.5
1997 39.0 △0.4 15_1 53.7
シェア (単位 :%)
年中 国内金融機関 国内証券市場 外資市場
1975 94.4 5.4 0.1
1980 83.6 8.9 7.4
1985 88.7 4.4 6.9
1990 76ー1 13.3 10.6
1995 78ー3 △0.3 21.9
1997 72.7 △0.8 28.1
表 2 国内金融機関の内訳
年中 銀 行 等(含日銀) 信 託(除く投信) 投資信託 保 険 公 的金融機関 そ の 他
1975 62.0 4.7 1.7 6.2 24,6 0.7
1980 48ー6 5.2 △0.7 8,3 36.3 2.3
1985 51ー6 5.0 1.5 5.8 32.8 3.3
1990 68ー6 △2.9 1.8 15.3 17.4 △0.2
1995 31ー0 △0.3 1.2 16.4 54.0 △2.3
1997 24_5 8.2 △8.7 5,2 84.6 △13.7
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□ 個人 □ 中小企業
E2]中小企業以外の企業
■ 地方公共団体､その他















































を金融機関預金,政府 (国 ･地方自治体)が預けたものを公金預金 という｡
そのほか,非居住者が預けた非居住者預金がある｡
預金の種目別でみると,図7のようになる｡
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表 3 預金者別預金残高 (98年度末,国内銀行ベース)
預金合計 一般法人 個 人 公 金 等 金融機関
残 高 (兆円) 462.50 144.09 277.78 23.82 16.81
表 4 家計の金融資産残高 (98年度末)
残高 (兆円) 構成比 (%)
合計 1,316.19 100_0
現金 .預金 723,01 56_4
流 動 性 預 金 107ー45 8.4
定 期 性 預 金 584,25 45.6
譲 渡 性 預 金 0_12 0.0
外 貨 預 金 1.88 0.1
株式以外の証券 82.33 6.4
国 債 6ー85 0.5
地 方 債 1.15 0.1
政府 関係機 関 0.62 0.0
金 融 債 13.93 1.1
事 業 債 0.63 0_0
投 資 信 託 25.16 2.0
信 託 受 益 権 32_65 2_5
株式 .出資金 108.28 8.4
う ち 株 式 67ー23 5.2
保険 .年金準備金 363ー86 28.4
保 険 準 備 金 243.00 19.0
年 金 準 備 金 120.86 9.4
(資料) 表 3,4とも日本銀行 ｢金融経済統計月報｣
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表 5 家計の金融機関別預金残高 (98年度末)
残高 (兆円) 構成比 (%)
合計 691.77 100.0
国 内 銀 行 277.55 40_1
農 漁 協 61.18 8.8
信 用 金 庫 75.26 10.9
信 用 組 合 15.44 2.2
労 働 金 庫 10.54 1_5































































































































(資料) 貯蓄広報中央委員会 ｢生活と貯蓄関連統計｣(1999年版),日本銀行 ｢金融経済
統計月報｣
まれている｡
(7) 消費者 ローンと住宅 ローン
銀行の個人向けローンは,一般的に次の図12のようになっている｡消費者
ローンの残高の動 きを見ると,資産価値の高騰 を背景 に,居住用資産や株式
等を担保 とする大型 フリーローンが急増 した ことか ら,1987年頃か ら銀行 を
中心に著 しい伸びをみせたが,92年には25.3兆円に達 し,その後漸減 してい
る｡ また新規貸出ベースで も,90年をピークとして,バブル崩壊後 は一転 し
て減少に転 じている｡
わが国における住宅 ローンの歴史は1950年の住宅金融公庫の設立に始 まっ
た｡民間金融機関の住宅 ローンは61年 6月か ら始 まり,83年には変動金利型
住宅 ローン,親子二世代住宅 ローン等の取扱いが開始 された｡住宅 ローン残
高は97年末で166兆円に達 してお り,75年末の15兆円に対 し,20年間で10倍
超 となっている｡
以上,｢個人｣の金融的位置付 けについて,個人部門の金融資産,普遺銀
行の業態別預金 ･貸金比率,郵便局 と政府系金融機関,預金業務 と個人,質
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表 6 銀行預金 ･銀行貸金の中に占める個人の比率
(単位 :兆円 年度末)
預 金 277.78 (全体の60.1%) 〔一般法人 144.09〕
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1_ この年幸酎ま,金融 ･経済の広範な分野から,個人 (家計)の金融活動
及びそれをめぐる環境変化に関する情報を選択 ･収集した上,体系的に
整理 ･収録したもの
2. 個人の金融活動の ｢個人｣は,経済主体 といわれる ｢政府｣や ｢企
40 国際経営論集 No.20 2000
業｣に対応する ｢家計｣とほぼ同義に用いている｡
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表 9 長･短プライムレートと公定歩合の推移 (公定歩合変更時基準)
(単位 :年%)
年 月 日 短期プライムレート 長期プライムレート 公 定 歩 合
89_12.1 5.75 6.5 4.25
90.3.20 6.25 7.5 5.25
90.8.30 7.375 7.9 6.00
91.7.1 7ー875 7.9 5ー50
91.ll.14 7ー0 6.9 5.00
91.12.30 6ー625 6.9 4.50
92.4.1 5.875 6.0 3.75
92.7.27 5.25 6.1 3.25
93.2.4 4.5 5.2 2.50
93.9.21 3.75 4.8 1.75
95.4,14 2,75 3.6 1.00
95.9.8 2,00 2ー7 0.50










短期プライムレー ト (1.375)一預金管理コス ト (1.0)-年0.375%




消費者金融,住宅ローンについては先にその実態を示 したので, この ｢ま
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